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広島県情報公開・個人情報保護審査会　諮問（情）第１４４号

第１　審査会の結論

　広島県知事（以下「実施機関」という。）が本件異議申立ての対象となった行政文

書を不開示とした決定は，妥当である。

第２　異議申立てに至る経過

１　開示の請求

　異議申立人は，平成１６年３月１１日，広島県情報公開条例（平成１３年広島県

条例第５号。以下「条例」という。）第６条の規定により，実施機関に対し，「広島

県電子入札等システム詳細設計，プログラム製造等業務委託に利用する○○製パッ

ケージシステム機能説明書やパンフレット」の開示を請求（以下「本件請求」とい

う。）した。

２　本件請求に対する決定

　実施機関は，「広島県電子入札等システム詳細設計・プログラム製造等業務委託に

利用する○○製パッケージシステムのパンフレット」（以下「本件対象文書」とい

う。）を本件請求の対象となる行政文書として特定し，条例第１０条第３号（事業活

動情報。以下「第３号」という。）に該当することを理由に，行政文書不開示決定（以

下「本件処分」という。）を行い，平成１６年３月２５日付けで異議申立人に通知し

た。

３　異議申立て

　異議申立人は，平成１６年４月２６日，本件処分を不服として，行政不服審査法

（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定により，実施機関に対し異議申立てを

行った。

第３　異議申立人の主張要旨

１　異議申立ての趣旨

　本件処分を取り消し，全部開示の決定を求めるというものである。

２　異議申立ての理由

　異議申立人が，異議申立書，意見書，反論書及び口頭による意見陳述で主張して

いる異議申立ての理由は，おおむね次のとおりである。

　パッケージソフトウェアのパンフレットは，本来，製造者の広報や販売促進を目

的とするものであり，第三者がその内容を知っても，何ら作成者に不利益を与える

ものではない。

　現物を見たわけではないが，パンフレットとはカタログであり，そういうものに
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ノウハウが記述されることはなく，もし著作権や特許権の問題があるのであれば，

そうした権利は当然登録又は保護されているであろうから，公表しても問題はない。

　地方公共団体を相手とする契約行為については，その性質上その内容が公開され

ることは甘受すべきである。

　広島県は，多大な費用を投じて電子入札システムを導入したが，納税者である私

には，それがどのようなものでどのような費用が必要であるかを知る権利がある。

　県税は，広島県民の財産であり広島県民の公共の利益のために支出されるもので

あるから，その使い道について公共の利益に反しない限り広島県民に公開しその透

明性や公正性を保持することは当然のことである。一私企業の利益を優先すること

は県民の公共の利益を損なうものと考える。

第４　実施機関の説明要旨

　実施機関が理由説明書，反論書及び口頭による意見陳述で説明している内容を総合

すると，本件処分を行った理由については，おおむね次のとおりである。

　本件対象文書は，広島県電子入札等システム詳細設計・プログラム製造等業務（以

下「詳細設計等業務」という。）を受託した○○（以下「受託業者」という。）が，電

子入札等のシステム開発を予定する自治体に対して同社のパッケージシステムの特徴

等を説明する目的に限定して作成したものであり，受託業者は一般に公表していない。

　受託業者がこれを公表していないのは，電子入札システムの開発業務の発注が全国

の自治体で相次いでおり，その受注を希望する業者間で，システムの機能・価格等の

本件対象文書に記載されている内容を中心とした極めてし烈な競争が展開されており，

公表した場合には同社の競争上の地位が損なわれるおそれがあるためである。

　本件対象文書の内容を開示することは，競合他社に対して受託業者製システムの機

能，価格，その他のセールスポイントに関する情報を，直接的かつ明確に提供するこ

とに等しく，これを行った場合，各社は自社システムの受託業者製システムに対する

比較上の優位点を具体的に説明することが可能となるため，受託業者の今後の事業活

動において，競争上の地位が損なわれ，不利益をもたらすおそれがある。

　本件対象文書の著作権は受託業者が保有しており，その提出を受けた際，受託業者

は公開されることについて同意していないため，これをその同意なしに公開すること

はできない。

　したがって，本件対象文書は，第３号に該当するため不開示とした。

第５　審査会の判断

１　本件対象文書について

　本件対象文書は，受託業者が作成した，受託業者の電子入札システムのパッケー

ジシステムの特徴や機能，価格体系等を説明した資料である。実施機関は，本件対

象文書を詳細設計等業務の発注に係る起案文書に添付していたため，これを行政文

書として本件請求の対象としたものである。ここにいう電子入札システムは，公共



3

事業や物品調達における入札参加資格審査申請書等の受付等の手続及び入札関連手

続をインターネット経由で行うためのシステムであり，現在も全国の地方公共団体

で導入が進められているところである。

　実施機関は，平成１４年度に「電子入札等システム開発に係る基本設計業務」（以

下「基本設計業務」という。）を指名プロポーザル方式，すなわち，具体的なシステ

ム化の内容や全体経費等を指名業者に提案させた上で，それらを総合評価し，最も

評価の高かった業者に発注するという契約方法で発注し，平成１５年度にはその決

定業者と詳細設計等業務の委託契約を締結している。基本設計業務のプロポーザル

に参加した各業者の提案は，いずれも自社が保有する基本プログラム（パッケージ）

に広島県の独自機能等を追加するパッケージ・カスタマイズ方式であった。

　実施機関の説明によると，本件対象文書は，受託業者が電子入札システムの開発

を予定している地方公共団体等に説明するために作成し，専ら地方公共団体等の発

注者に限定して提供されるものであり，一般的に配布されているパンフレットとは

全く性質が異なるという。

２　本件対象文書の第３号該当性について

(１) 第３号の規定について

　第３号は，法人その他の団体等に関する情報等であって，公にすることにより，

当該法人等の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのあるものを

不開示とすることを規定している。これは，法人等の事業活動の自由その他正当

な利益を尊重し保護する観点から，開示することにより，事業を行うものの権利

や適正な競争秩序が阻害されるような情報は，不開示とすることを定めたもので

ある。

　なお，第３号ただし書では，上記に該当する情報であっても，「人の生命，身体，

健康，生活又は財産を保護するため，公にすることが必要であると認められる情

報」が記載された行政文書は開示しなければならないことが定められている。

(２) 本件対象文書の第３号本文該当性について

　実施機関は，本件対象文書を公にすることによる受託業者にとっての支障につ

いて種々主張しているが，本件対象文書の著作権は受託業者にあり，同意なしに

公開することはできない旨を主張しているので，この点について検討する。

　まず，本件対象文書は，受託業者のパッケージシステムの特徴等を地方公共団

体の発注担当者に効果的に説明するよう受託業者が創作的に表現したものであり，

著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２条第１項第１号に規定されている著作

物に該当すると認められる。なお，本件対象文書の各ページの下部には，受託業

者が著作権を有する旨が英文で明記されているところである。

　そうして，著作権法第１８条第１項は，「著作者は，その著作物でまだ公表され

ていないもの（中略）を公衆に提供し，又は提示する権利を有する。」と，著作者
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が公表権を有することを規定している。

　本件対象文書は，広く一般に配布しているパンフレットではなく，地方公共団

体等の発注担当者に限定して提供しているということであるから，発行，すなわ

ち，「その性質に応じ公衆の要求を満たすことができる相当程度の部数の複製物

が作成され，頒布」された（著作権法第３条第１項）ものではなく，既に公表さ

れたものとは言えないため，公表権の保護の対象になるものと解される。

　なお，著作権法第１８条第３項第３号では，著作者が公表されていない著作物

を地方公共団体に提供した場合には，開示する旨の決定の時までに別段の意思表

示をしない限り，情報公開条例の規定により当該著作物を提供し，又は提示する

ことについて同意したものとみなすこととされている。しかしながら，本件にお

いては，実施機関の職員が本件処分を行う前に受託業者に面接し，本件対象文書

の開示について意見を聞いたところ，受託業者から明確に不開示を求める意思表

示があったことから，この規定は適用されない。

　そうすると，本件対象文書を公にすれば，著作者である受託業者が有する本件

対象文書の公表権を侵害することになるのであるから，本件対象文書は第３号の

「公にすることにより，当該法人等…の権利…を害するおそれがあるもの」に該

当するものと解される。

(３) 第３号ただし書該当性について

　第３号ただし書では，「人の生命，身体，健康，生活又は財産を保護するため，

公にすることが必要であると認められる情報」については開示しなければならな

いこととされている。著作権法では第１８条第４項第３号において調整規定を設

けており，このただし書に該当する場合には，公表権について定めた同法第１８

条第１項の規定が適用されないこととされている。

　しかしながら，本件対象文書は受託業者の電子入札システムパッケージの特徴

等を説明した文書であり，人の生命，身体，健康，生活又は財産を保護するため

にそれを開示することが必要であるとは認められない。

　したがって，本件対象文書は，第３号ただし書に該当しないと判断する。

３　条例第１２条（公益上の理由による裁量的開示）該当性について

　条例第１２条（以下「第１２条」という。）は，「実施機関は，開示請求に係る行

政文書に不開示情報が記録されている場合であっても，公益上特に必要があると認

めるときは，開示請求者に対し，当該行政文書を開示することができる。」と規定し

ている。

　異議申立人は，実施機関が多大な費用を投じて導入した電子入札システムがどの

ようなものであるかを知る権利があるとして，一私企業の利益を優先することは県

民の公共の利益を損なう旨を主張しており，また，著作権法第１８条第４項第５号

の規定により，公益上の理由による裁量的開示を行う場合には，公表権について定
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めた同法第１８条第１項の規定が適用されないこととされているので，実施機関が

本件対象文書を第１２条の規定により開示を行うべきであったかどうかについて検

討する。

　第１２条の「公益上特に必要があると認めるとき」とは，第３号ただし書の規定

などによる人の生命，身体，健康，生活又は財産の保護のため公にすることが必要

な場合に比べ，より広い社会的，公共的な利益を保護する特別の必要のある場合の

ことをいい，また，第１２条は条例第１０条各号で定める不開示情報であってもな

お開示すべき特則を定めた規定であることからすると，この公益性の要件は具体的

かつ明白なものであることが必要であると解される。

　実施機関が委託した業務に見合った経費を支出しているかを県民が確認できるよ

う，業務の内容がどのようなものであるかを明らかにすることが必要であるという

異議申立人の主張も一般的には理解できるところであるが，受託業者が保有するパ

ッケージシステムを説明した資料である本件対象文書について，第３号に該当する

にもかかわらず特別に開示する必要があるというほどの具体的かつ明白な公益性ま

では認め難い。

　したがって，本件対象文書について，第１２条の規定を適用して公益的開示をし

なかった実施機関の判断が不当であるとは認められないと判断する。

４　結論

　よって，当審査会は，「第１　審査会の結論」のとおり判断する。
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別　記

審　査　会　の　処　理　経　過

年　月　日 処　理　内　容

１６．　６．　４ ・諮問を受けた。

１６．　６．１６ ・実施機関に理由説明書の提出を要求した。

１６．　７．３０ ・実施機関からの理由説明書を収受した。

１６．　８．　２
・異議申立人に理由説明書の写しを送付した。
・異議申立人に意見書の提出を要求した。

１６．　８．１３
・異議申立人からの意見書を収受した。
・実施機関に意見書の写しを送付した。

１７．　３．２４ ・実施機関からの反論書を収受した。

１７．　３．２８ ・異議申立人に反論書の写しを送付した。

１８．　５．２３
(平成 18年度第 2部会第 1回)

・諮問の審議を行った。

１８．　６．　７ ・異議申立人からの反論書を収受した。

１８．　６．１４ ・実施機関に反論書の写しを送付した。

１８．　６．２９
(平成 18年度第 2部会第 2回)

・実施機関の職員から本件処分に対する意見を
聴取した。

・諮問の審議を行った。

１８．　７．２５
(平成 18年度第 2部会第 3回)

・異議申立人から本件処分に対する意見を聴取
した。

・諮問の審議を行った。
１８．　８．２８

(平成 18年度第 2部会第 4回)
・諮問の審議を行った。

１８．　９．２１
(平成 18年度第 2部会第 5回)

・諮問の審議を行った。

１８．１０．３０
(平成 18年度第 2部会第 6回)

・諮問の審議を行った。
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